
ファイル名:000_1_0757000501412.doc 更新日時:2002/09/20 15:16 印刷日時:02/12/19 15:46 

 

半 期 報 告 書 
 

(第83期中)  
自 平成14年４月１日

至 平成14年９月30日

 

 

 

 (591004) 



ファイル名:000_header0757000501412.doc 更新日時:2002/12/17 13:13 印刷日時:02/12/19 15:46 

(本書面の枚数 表紙共30枚) 

半 期 報 告 書 
  

(第83期中)
自 平成14年４月１日
至 平成14年９月30日

 

関東財務局長 殿 

 
平成14年12月25日提出 

 

 会 社 名  

 英 訳 名  

 代表者の役職氏名 代表取締役社長 井 阪 健 一 
 

本店の所在の場所 東京都中央区日本橋兜町１番10号 電話番号 03(3666)0181 (大代表) 

  連 絡 者 専務取締役 金 原 策 太 郎 

最寄りの連絡場所 同     上 電話番号 同     上 

  連 絡 者 同     上 

 

半期報告書の写しを縦覧に供する場所

 
 名       称  所   在   地  
 
 平和不動産株式会社大阪支店 大阪市中央区北浜１丁目５番５号 

 平和不動産株式会社名古屋支店 名古屋市中区栄３丁目３番17号 

 平和不動産株式会社福岡支店 福岡市中央区天神２丁目14番２号 

 株 式 会 社 東 京 証 券 取 引 所 東京都中央区日本橋兜町２番１号 

 株 式 会 社 大 阪 証 券 取 引 所 大阪市中央区北浜１丁目６番10号 

 株 式 会 社 名 古 屋 証 券 取 引 所 名古屋市中区栄３丁目３番17号 

 証券会員制法人福岡証券取引所 福岡市中央区天神２丁目14番２号 

 証券会員制法人札幌証券取引所 札幌市中央区南一条西５丁目14番地の１ 

 



ファイル名:000_m4_0757000501412.doc 更新日時:2002/12/17 13:03 印刷日時:02/12/19 15:47 
 

目      次 
 

 

頁

第一部 企業情報 ………………………………………………………………………………………………１ 

第１ 企業の概況 ……………………………………………………………………………………………１ 

１ 主要な経営指標等の推移 …………………………………………………………………………１ 

２ 事業の内容 …………………………………………………………………………………………３ 

３ 関係会社の状況 ……………………………………………………………………………………３ 

４ 従業員の状況 ………………………………………………………………………………………３ 

第２ 事業の状況 ……………………………………………………………………………………………４ 

１ 業績等の概要 ………………………………………………………………………………………４ 

２ 営業収益の状況 ……………………………………………………………………………………６ 

３ 対処すべき課題 ……………………………………………………………………………………８ 

４ 経営上の重要な契約等 ……………………………………………………………………………８ 

５ 研究開発活動 ………………………………………………………………………………………８ 

第３ 設備の状況 ……………………………………………………………………………………………９ 

１ 主要な設備の状況 …………………………………………………………………………………９ 

２ 設備の新設、除却等の計画 ………………………………………………………………………９ 

第４ 提出会社の状況 ………………………………………………………………………………………10 

１ 株式等の状況 ………………………………………………………………………………………10 

２ 株価の推移 …………………………………………………………………………………………12 

３ 役員の状況 …………………………………………………………………………………………12 

第５ 経理の状況 ……………………………………………………………………………………………13 

中間監査報告書 …………………………………………………………………………………………15 

１ 中間連結財務諸表等 ………………………………………………………………………………19 

中間監査報告書 …………………………………………………………………………………………39 

２ 中間財務諸表等 ……………………………………………………………………………………43 

第６ 提出会社の参考情報 …………………………………………………………………………………55 

 

第二部 提出会社の保証会社等の情報 ………………………………………………………………………56 



ファイル名:010_0757000501412.doc 更新日時:2002/12/16 11:00 印刷日時:02/12/19 15:47 

― 1 ― 

第一部 企業情報 

第１ 企業の概況 

１ 主要な経営指標等の推移 

(1) 連結経営指標等 

 

回      次 第81期中 第82期中 第83期中 第81期 第82期 

会 計 期 間 
自 平成12年４月１日

至 平成12年９月30日

自 平成13年４月１日

至 平成13年９月30日

自 平成14年４月１日

至 平成14年９月30日

自 平成12年４月１日 
至 平成13年３月31日 

自 平成13年４月１日

至 平成14年３月31日

営 業 収 益(百万円) 11,044 8,697 8,562 20,034 20,374

経 常 利 益(百万円) 1,381 1,083 1,389 2,691 2,711

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益(百万円) 241 288 512 1,027 1,181

純 資 産 額(百万円) 34,269 35,836 36,507 35,937 36,349

総 資 産 額(百万円) 137,192 163,530 173,298 144,212 147,654

１株当たり純資産額 (円) 304.38 318.29 324.61 319.19 322.97

１ 株 当 た り 中 間
( 当 期 ) 純 利 益

(円) 2.14 2.56 4.55 9.12 10.49

潜 在 株 式 調 整 後
１ 株 当 た り 中 間
( 当 期 ) 純 利 益

(円) ― 2.49 ― 8.74 ―

自 己 資 本 比 率 (％) 25.0 21.9 21.1 24.9 24.6

営 業 活 動 に よ る
キャッシュ・フロー

(百万円) 7,516 △1,316 △569 14,366 1,851

投 資 活 動 に よ る
キャッシュ・フロー

(百万円) △20,978 △3,726 △18,970 △38,181 △4,107

財 務 活 動 に よ る
キャッシュ・フロー

(百万円) 19,768 19,682 25,890 20,698 3,623

現金および現金同等物
の中間期末(期末)残高

(百万円) 13,998 19,215 12,292 4,576 5,943

従 業 員 数 (名) 112 121 120 111 121

(注) １ 営業収益には、消費税等は含まれておりません。 

２ 当中間連結会計期間から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成14年

９月25日 企業会計基準第２号）および「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業

会計基準委員会 平成14年９月25日 企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。 

なお、同基準および適用指針の適用に伴う影響については、第５経理の状況（１）中間連結財務諸表の

（１株当たり情報）注記事項をご参照ください。 

３ 第81期中間の潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、調整計算の結果、１株当たり中間純利

益が希薄化しないため「―」表示としております。 

４ 第82期、第83期中間の潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式がないため

「―」表示としております。 

５ 従業員数は、就業人員数を表示しております。 
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(2) 提出会社の経営指標等 

 

回        次 第81期中 第82期中 第83期中 第81期 第82期 

会 計 期 間 
自 平成12年４月１日

至 平成12年９月30日

自 平成13年４月１日

至 平成13年９月30日

自 平成14年４月１日

至 平成14年９月30日

自 平成12年４月１日 
至 平成13年３月31日 

自 平成13年４月１日

至 平成14年３月31日

営 業 収 益 (百万円) 10,693 8,104 8,191 19,129 19,475

経 常 利 益(百万円) 1,367 1,111 1,399 2,664 2,782

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益(百万円) 151 320 518 928 1,249

資 本 金(百万円) 5,814 5,814 5,814 5,814 5,814

発 行 済 株 式 総 数 (株) 112,589,414 112,589,414 112,589,414 112,589,414 112,589,414

純 資 産 額(百万円) 33,909 35,505 36,218 35,568 36,053

総 資 産 額(百万円) 136,358 162,561 172,386 143,598 146,834

１株当たり純資産額 (円) 301.17 315.35 322.03 315.90 320.33

１ 株 当 た り 中 間
( 当 期 ) 純 利 益

(円) 1.34 2.84 4.60 8.25 11.09

潜 在 株 式 調 整 後
１ 株 当 た り 中 間
( 当 期 ) 純 利 益

(円) ― 2.74 ― 8.04 ―

１ 株 当 た り 中 間
( 年 間 ) 配 当 額

(円) 3.00 3.00 4.50 6.00 6.00

自 己 資 本 比 率 (％) 24.9 21.8 21.0 24.8 24.6

従 業 員 数 (名) 97 90 83 95 89

(注) １ 営業収益には、消費税等は含まれておりません。 

２ 当中間会計期間から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成14年９月

25日 企業会計基準第２号）および「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計

基準委員会 平成14年９月25日 企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。 

なお、同基準および適用指針の適用に伴う影響については、第５経理の状況（２）中間財務諸表の 

（１株当たり情報）注記事項をご参照ください。 

３ 第81期中間の潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、調整計算の結果、１株当たり中間純利

益が希薄化しないため「―」表示としております。 

４ 第82期、第83期中間の潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式がないため

「―」表示としております。 

５ 第83期中間の１株当たり中間配当額4.50円には、創立55周年記念配当1.50円を含んでおります。 

６ 平成14年３月期より自己株式を資本に対する控除項目としており、また、１株当たり純資産額、１株当

たり中間（当期）純利益および潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益の各数値は、発行済株式

総数から自己株式数を控除して計算しております。 

７ 従業員数は、就業人員数を表示しております。 
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２ 事業の内容 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社および連結子会社)が営む事業の内容について、

重要な変更はありません。また、主要な関係会社に異動はありません。 

 

３ 関係会社の状況 

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

 

４ 従業員の状況 

(1) 連結会社の状況 

(平成14年９月30日現在) 

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名) 

不  動  産  賃  貸  事  業 46 

不 動 産 販 売 事 業 11 

そ の 他 の 事 業 40 

全 社 ( 共 通 ) 23 

合        計 120 

(注) 従業員数は、就業人員数であります。 

 

(2) 提出会社の状況 

(平成14年９月30日現在) 

従業員数(名) 83 

(注) 従業員数は、就業人員数であります。 

 

(3) 労働組合の状況 

当社グループ(当社および連結子会社)は、労働組合を結成しておりません。 
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第２ 事業の状況 

１ 業績等の概要 

(1) 業    績 

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、米国の景気減速とあいまって、設備投資・個人消費と

もに低迷し、失業率も高水準で推移するなど、景気は一段とデフレ傾向を強めています。 

不動産業界におきましては、引き続き地価動向は下落傾向をたどるとともに、一方では利便性によ

る土地の選別が鮮明になりつつあります。このような状況の下、不動産賃貸事業分野では、オフィス

ビルの大量供給や企業のコスト削減に伴う営業拠点の統廃合などにより、需給状況は弱含みのまま推

移しております。不動産販売事業分野では、都心型高層および大規模なマンション販売状況は引き続

き好調に推移しておりますが、顧客による物件の選別はますます厳しくなっていくものと思われます。 

このような事業環境の下で、当社グループは、不動産賃貸事業部門の収益構造を再編成すべく積極

的に事業展開するとともに、各事業部門において営業力の強化に努め、コストの削減に取り組むなど、

全社一丸となって経営基盤の強化に努めてまいりました結果、当中間連結会計期間の営業収益は、既

存テナントの賃貸料の減額がありましたが、不動産売上高が増加いたしましたので全体では８５億 

６２百万円（前年同期比１億３５百万円、１．６％減）の計上となりました。 

営業費用は、売上不動産原価や減価償却費が減少したことから、全体では６０億７１百万円（前年

同期比４億８６百万円、７．４％減）の計上となり、差し引き営業利益は２４億９１百万円（前年同

期比３億５１百万円、１６．４％増）の計上となりました。 

経常利益は、営業外収益において受取利息や有価証券利息等が減少し、営業外費用においては無担

保転換社債償還に伴う社債利息の減少がありましたが、平成１４年９月の第３回無担保社債発行に伴

う費用の計上により、１３億８９百万円（前年同期比３億５百万円、２８．２％増）の計上となりま

した。 

中間純利益につきましては、大阪証券ビルの建替えに伴い建物解体費４億２１百万円等を特別損失

に計上し、法人税等および法人税等調整額を加減した結果、５億１２百万円（前年同期比２億２４百

万円、７７．８％増）の計上となりました。 

 

事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

(イ)不動産賃貸事業部門 

不動産賃貸事業部門におきましては、事業用賃貸ビルの立地・規模・設備・賃貸条件などに対す

るテナントの選択眼が厳しい状況下で、積極的にテナント誘致活動を展開しましたが、証券取引所

賃貸料収入は、東京証券取引所の賃貸料減額改定などにより、２４億８３百万円（前年同期比２億

２百万円、７．５%減）の計上となりました。一般賃貸料収入につきましては、平成１４年９月に

取得した道銀ビルディングの賃貸料が寄与しましたが、名古屋平和ビル建替えによるテナント退去

などにより賃貸料が減少し、２６億９百万円（前年同期比１７百万円、０．７％減）の計上となり

ました。商業施設賃貸料収入は、ほぼ前年同期並みの１２億２０百万円（前年同期比１９百万円、

１．６％増）の計上となりました。これらに土地賃貸料収入の５２百万円を加えた営業収益の総額

は、６３億６５百万円（前年同期比２億円、３．０％減）、営業利益は、２８億３７百万円（前年
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同期比１億３１百万円、４．４％減）となりました。 

(ロ)不動産販売事業部門 

不動産販売事業部門におきましては、不動産販売価格の低下傾向が続き、供給過剰による販売競

争が激しい事業環境のなか、積極的な販売活動を展開しました結果、マンション分譲につきまして

は、若葉台ワーズワースの丘（東京都稲城市・５社共同事業）、ザ・ヨコハマタワーズ（神奈川県

横浜市・５社共同事業）、浮間舟渡アイタワー（東京都板橋区・３社共同事業）において４２戸の

売上となり、営業収益は１６億９１百万円（前年同期比２億８百万円、１４．１％増）、営業利益

は９百万円（前年同期比３億９２百万円、１０２．５％増）となりました。 

(ハ)その他の事業部門 

その他の事業部門におきましては、請負工事事業部門の工事受注高の減少などにより営業収益は、

５億６百万円（前年同期比１億４３百万円、２２．１％減）、営業利益は４６百万円（前年同期比

７３百万円、２６８．５％増）の計上となりました。 

 

 

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間における連結ベースの現金および現金同等物(以下「資金」という。)は、有

形固定資産の取得等による支出がありましたが、普通社債の発行および借入金による資金調達を行

ったこと等により、前連結会計年度末に比べ６３億４９百万円（１０６．８％）増加し、当中間連

結会計期間末は１２２億９２百万円となりました。 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間連結会計期間における営業活動の結果、減少した資金は、５億６９百万円（前年同期比 

７億４６百万円増加）となりました。これは主に減価償却費１８億１３百万円実施後の税金等調整

前中間純利益８億９７百万円を確保した一方、不動産販売事業におけるたな卸資産の増加が１４億

６３百万円あったことによるものです。 

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間連結会計期間における投資活動の結果、減少した資金は、１８９億７０百万円（前年同期

比１５２億４４百万円減少）となりました。これは主に有形固定資産の取得や建物設備改修工事費

等の支出が１０２億９１百万円あったことや、投資有価証券の取得として１０億３４百万円を支出

したことによるものです。 

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間連結会計期間における財務活動の結果、増加した資金は、２５８億９０百万円（前年同期

比６２億７百万円増加）となりました。これは普通社債の発行による収入が２００億円あったこと

や、長期借入金９９億８０百万円を調達した一方、短期借入金の返済を２９億７０百万円行ったこ

とによるものです。 

 

 

(注) 「第２ 事業の状況」において消費税等については、税抜きにより表示しております。また、「２ 営業

収益の状況」に表示される各項目の金額は、すべて百万円未満を切り捨てております。 
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２ 営業収益の状況 

(1) 営業収益の状況 

前中間連結会計期間および当中間連結会計期間における営業収益を事業の種類別セグメントごと

に示すと次のとおりであります。 

 

前中間連結会計期間 
平成13年４月１日～平成13年９月30日 

当中間連結会計期間 
平成14年４月１日～平成14年９月30日 事 業 の 種 類 別 

セグメントの名称 
金   額 構 成 比 金   額 構 成 比 

不動産賃貸事業 6,565百万円 75.5％ 6,365百万円 74.3％

不動産販売事業 1,482 17.0 1,691 19.8 

その他の事業 649 7.5 506 5.9 

計 8,697 100.0 8,562 100.0 

 

(2) 営業収益の内訳 

(イ)不動産賃貸事業 

前中間連結会計期間および当中間連結会計期間における不動産賃貸事業の内訳を示すと次のと

おりであります。 

 

前中間連結会計期間 
平成13年４月１日～平成13年９月30日 

当中間連結会計期間 
平成14年４月１日～平成14年９月30日 

区  分 

面   積 金   額 面   積 金   額 

土   地 賃貸面積 3,438.72㎡ 52百万円 賃貸面積 3438.72㎡ 52百万円

賃貸面積 222,938.39 賃貸面積 238,358.43 
建   物 

転貸面積 2,084.74
6,513

転貸面積 1,116.20  
6,312

合  計 6,565  6,365

 

前中間連結会計期間および当中間連結会計期間における東京証券取引所の収入は次のとおりで

あります。 

 

前中間連結会計期間 
平成13年４月１日～平成13年９月30日 

当中間連結会計期間 
平成14年４月１日～平成14年９月30日 

区    分 

金    額 金    額 

賃 貸 料 2,606百万円 2,406百万円 

営業収益に対する割合 30.0％ 28.1％ 
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(ロ)不動産販売事業 

前中間連結会計期間および当中間連結会計期間における不動産販売事業の内訳を示すと次のと

おりであります。 

 

前中間連結会計期間 
平成13年４月１日～平成13年９月30日 

当中間連結会計期間 
平成14年４月１日～平成14年９月30日 

区   分 

販 売 数 量 金  額 販 売 数 量 金  額 

マンション 

フラージュ常盤平 
8戸

 

土地面積 301.69㎡

建物面積 584.05㎡
 

223百万円

浮間舟渡アイ・タワー他 
42戸 

  

土地面積 719.50㎡ 

建物面積 3,167.21㎡ 
 

1,668百万円

戸 建 住 宅 

フラージュコート 
練馬武蔵関他 

 28戸

土地面積 3,406.22㎡

建物面積 2,982.08㎡
 

1,238  ―

宅 地 

北軽井沢大学村 

 １筆

土地面積 1,652.89㎡
 

6  ― 

その他の収益   14   23 

計  1,482  1,691 

(注) 不動産販売における他社との共同事業物件の販売戸数、面積および金額は、当社持分によっております。 

 

(ハ)その他の事業 

前中間連結会計期間および当中間連結会計期間におけるその他の事業の内訳を示すと次のとお

りであります。 

 

前中間連結会計期間 
平成13年４月１日～平成13年９月30日 

当中間連結会計期間 
平成14年４月１日～平成14年９月30日 

区     分 

金     額 金     額 

不 動 産 仲 介 手 数 料 69百万円 148百万円

建 物 管 理 受 託 料 82 59 

請 負 工 事 売 上 高 459 172 

介 護 施 設 収 益 18 110 

そ の 他 の 収 益 19 15 

計 649 506 
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３ 対処すべき課題 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社および連結子会社)の事業上および財務上の対処

すべき課題に重要な変更および新たに生じた課題はありません。 

 

４ 経営上の重要な契約等 

該当事項はありません。 

 

５ 研究開発活動 

該当事項はありません。 
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第３ 設備の状況 

１ 主要な設備の状況 

当中間連結会計期間において、主要な設備についての重要な異動は次のとおりであります。 

取  得 

 
事業の種類別 
セグメントの 
名    称 
 

名    称 
（所 在 地） 

用  途 規  模 取 得 時 期 取得価額 備 考 

 
不 動 産 
賃 貸 事 業 
 

道銀ビルディング 
（札幌市中央区） 

貸事務所

 
地上１２階地下３階
土地面積 2,616.35㎡
延床面積28,333.32㎡

平成１４年９月１０日

百万円 

7,440 

 

（注） 

（注）１ 上記建物については、売主である株式会社北海道銀行および現行賃借人２４社に引き続き賃貸するも

のであります。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

 

 

２ 設備の新設、除却等の計画 

(1) 重要な設備の新設 

 提出会社は、固定資産賃貸収益の安定を図る観点から、次の計画を進めております。 

 

投資予定金額 事業の種類別
セグメント 
の 名 称 

名   称 
（所 在 地） 

用  途 規 模 
総  額 既支払額 

着工および 
竣工年月 

不 動 産 
賃 貸 事 業 

大阪証券取引所ビル 
（大阪市中央区） 

店  舗 
お よ び 
貸事務所 

地上24階 地下2階 
延床面積53,932.10㎡

百万円

約２０，０００ 

百万円 
 

約２，８００ 

着工  
平成14年５月 
 

竣工（予定） 
平成16年11月 

不 動 産 
賃 貸 事 業 

名古屋平和ビル 
（名古屋市中区） 

店  舗 
お よ び 
貸事務所 

地上8階 地下1階 
延床面積 9,459.56㎡

百万円

約 ４，８００ 

   百万円 
 

約１，７００ 

着工  
平成14年11月 
 

竣工（予定） 
平成16年３月 

不 動 産 
賃 貸 事 業 

昭島ショッピングセンター 
（東京都昭島市） 

店  舗 
地上4階 地下1階 
延床面積59,115.49㎡

百万円

約 ４，２００ 

   百万円 
 

約   ５０ 

着工  
平成14年９月 
 

竣工（予定） 
平成15年７月 

 

(2) 資金調達方法 

大阪証券取引所ビルの建築資金は社債の手取金の一部8,000百万円および銀行借入金2,480百万円

を調達しております。また、620百万円を銀行より借り入れる予定であり、残額については未定であ

ります。 

名古屋平和ビルの建築資金は社債の手取金の一部3,000百万円と自己資金で賄う予定であります。 

昭島ショッピングセンターの建築資金については未定であります。 

(3) 重要な設備の除却等 

   特記事項はありません。 
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第４ 提出会社の状況 

１ 株式等の状況 

(1) 株式の総数等 

① 株式の総数 

 

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 300,000,000

計 300,000,000

 

② 発行済株式 

 

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成14年９月30日) 

提出日現在 
発行数(株) 
(平成14年12月25日)

上場証券取引所名また 
は登録証券業協会名 

内容 

普通株式 112,589,414 112,589,414

東京証券取引所(市場第一部) 
大阪証券取引所(市場第一部) 
名古屋証券取引所(市場第一部) 
福岡証券取引所 
札幌証券取引所 

― 

計 112,589,414 112,589,414 ― ― 

 

 

(2) 新株予約権等の状況 

該当事項はありません。 

 

(3) 発行済株式総数、資本金等の状況 

 

発行済株式総数 資 本 金 資 本 準 備 金 

年 月 日 

増 減 数 残  高 増 減 額 残  高 増 減 額 残  高 

摘    要 

平成14年９月30日 
株 

― 
株 

112,589,414 
百万円

―
百万円

5,814
百万円

―
百万円 

4,061  
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(4) 大株主の状況 

(平成14年９月30日現在) 

氏名または名称 住       所 所有株式数 
発行済株式総数に対する
所有株式数の割合 

ＵＦＪ信託銀行株式会社（信託
勘定Ａ口） 

東京都千代田区丸の内１－４－３ 
千株 

5,564 
％

4.94 

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口） 

東京都港区浜松町２－１１－３ 2,546 2.26 

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口） 

東京都中央区晴海１－８－１１ 2,076 1.84 

投資信託受託者三井アセット信
託銀行株式会社 

東京都港区芝３－２３－１ 1,748 1.55 

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１－１－２ 1,710 1.52 

農中信託銀行株式会社 東京都千代田区内神田１－１－１２ 1,667 1.48 

ディービー ロンドン スペシ
ャルレンド 
（常任代理人 株式会社三井住友銀行）

23 GREAT WINCHESTER STREET  
LONDON，EC2P 2AX 
（東京都千代田区丸の内１－３－２） 

1,302 1.16 

資産管理サービス信託銀行株式
会社（証券投資信託口） 

東京都中央区晴海１－８－１２ 1,217 1.08 

ユーロクリアー バンク エス
エイ エヌブイ 
（常任代理人 株式会社東京三菱銀行）

1 BOULEVARD DU ROI ALBERT II， 
B－1210 BRUSSELS，BELGIUM 
（東京都千代田区丸の内２－７－１） 

1,108 0.98 

ドイツ証券会社東京支店 東京都千代田区永田町２－１１－１ 1,088 0.97 

計  20,027 17.79 

(注) 信託銀行各行の所有株式数には、次の信託業務に係る株式数が含まれております。 

氏名または名称 信託業務に係る株式数 

ＵＦＪ信託銀行株式会社（信託勘定Ａ口） 4,088千株 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 2,222 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 2,068 

投資信託受託者三井アセット信託銀行株式会社 1,748 

農中信託銀行株式会社 1,667 

資産管理サービス信託銀行株式会社（証券投資信託口） 1,217 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



ファイル名:040_0757000501412.doc 更新日時:2002/12/10 13:20 印刷日時:02/12/19 15:47 

― 12 ― 

(5) 議決権の状況 

① 発行済株式 

平成14年９月30日現在 

区    分 株式数(株) 議決権の数(個) 内   容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
（自己保有株式） 
普通株式    123,500

― ― 

完全議決権株式(その他) 普通株式  109,528,000 219,056 ― 

単元未満株式 普通株式   2,937,914 ― ― 

発行済株式総数 112,589,414 ― ― 

総株主の議決権 ― 219,056 ― 

（注）１ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が295,000株(議決権590

個)含まれております。 

２ ｢単元未満株式｣欄の普通株式には、当社所有の自己株式43株が含まれております。 

 

② 自己株式等 

平成14年９月30日現在 

所有者の氏名 
または名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数
(株) 

他人名義
所有株式数
(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

（自己保有株式） 
平和不動産株式会社 

東京都中央区日本橋兜町 
１番10号 

123,500 ― 123,500 0.1 

計 ― 123,500 ― 123,500 0.1 

(注) 株主名簿上は、当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が2,500株(議決権5個)ありま

す。 

なお、当該株式数は、上記「発行済株式」の「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式に含まれておりま

す。 

 

２ 株価の推移 

 

月別 平成14年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高 
円

280 323 309 287 282 290 
当該中間会計期間 
に お け る 月 別 
最高・最低株価 

最低 
円

260 263 248 253 255 246 

(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所(市場第一部)におけるものであります。 

 

３ 役員の状況 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はあり

ません。 
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第５ 経理の状況 

１ 中間連結財務諸表および中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

11年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

  なお、前中間連結会計期間(平成13年４月１日から平成13年９月30日まで)は改正前の中間連結財

務諸表規則に基づき、当中間連結会計期間(平成14年４月１日から平成14年９月30日まで)は改正後

の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

 

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大

蔵省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

  なお、前中間会計期間(平成13年４月１日から平成13年９月30日まで)は改正前の中間財務諸表等

規則に基づき、当中間会計期間(平成14年４月１日から平成14年９月30日まで)は改正後の中間財務

諸表等規則に基づいて作成しております。 

 

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成13年４月１日から平成

13年９月30日まで)および前中間会計期間(平成13年４月１日から平成13年９月30日まで)ならびに当中

間連結会計期間(平成14年４月１日から平成14年９月30日まで)および当中間会計期間(平成14年４月１

日から平成14年９月30日まで)の中間連結財務諸表および中間財務諸表について、東陽監査法人により

中間監査を受けております。 

 



ファイル名:050_0757000501412.doc 更新日時:2002/12/17 13:42 印刷日時:02/12/19 15:47 

― 14 ― 

 







ファイル名:060_0757000501412.doc 更新日時:2002/12/19 15:38 印刷日時:02/12/19 15:48 

― 19 ― 

１ 中間連結財務諸表等 

(1) 中間連結財務諸表 

① 中間連結貸借対照表 

 

前中間連結会計期間末

平成13年９月30日現在

当中間連結会計期間末 

平成14年９月30日現在 

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 
平成14年３月31日現在

 
期 別 
 

   科 目 
金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

(資産の部)  

Ⅰ 流動資産   

   現金および預金  1,564 13,387  1,730

   営業未収入金  506 1,105  215

   有価証券  18,814 6,710  4,477

   たな卸資産  13,288 13,767  12,304

   繰延税金資産  659 726  743

   その他  1,622 1,873  2,068

   貸倒引当金  △13 △1  △8

   流動資産合計  36,442 22.3 37,571 21.7 21,530 14.6

Ⅱ 固定資産   

 １ 有形固定資産 ※１  

   建物設備および構築物 ※３ 53,794 53,987  52,867

   機械装置および運搬具  146 142  146

   器具備品  166 162  164

※２ 
   土地 

※３ 
65,465 70,883  65,800

   建設仮勘定  72 2,635  81

   有形固定資産合計  119,644 73.2 127,811 73.7 119,059 80.6

 ２ 無形固定資産   

   借地権  4,369 3,862  4,120

   その他  60 52  59

   無形固定資産合計  4,429 2.7 3,915 2.3 4,179 2.8

 ３ 投資その他の資産   

   投資有価証券  963 1,893  854

   長期貸付金  16 12  14

   繰延税金資産  32 116  31

   その他  1,990 2,075  2,028

   貸倒引当金  △152 △152  △152

   投資その他の資産合計  2,851 1.7 3,946 2.3 2,776 1.9

   固定資産合計  126,925 77.6 135,672 78.3 126,015 85.3

Ⅲ 繰延資産   

   社債発行差金  162 0.1 54 0.0 108 0.1

   資産合計  163,530 100.0 173,298 100.0 147,654 100.0
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前中間連結会計期間末

平成13年９月30日現在

当中間連結会計期間末 

平成14年９月30日現在 

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 
平成14年３月31日現在

 
期 別 
 

   科 目 
金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

(負債の部)  

Ⅰ 流動負債   

   支払手形および 
   営業未払金 

 965 446  454

１年以内に償還予定の 
普通社債 

 ― 7,000  ―

１年以内に償還予定の 
   転換社債 

 20,000 ―  ―

   短期借入金  14,250 16,300  19,270
   １年以内に返済予定の 
   長期借入金 

※３ 2,180 4,124  2,180

   未払法人税等  317 541  880

   未払消費税等  253 3  505

   賞与引当金  186 169  189

   その他 ※３ 5,707 6,418  5,966

   流動負債合計  43,861 26.8 35,003 20.2 29,447 20.0

Ⅱ 固定負債   

   社債  27,000 40,000  27,000

   長期借入金 ※３ 32,540 39,084  31,810

   保証金 ※３ 14,992 13,104  14,045

   敷金 ※３ 7,362 7,872  7,231

   繰延税金負債  222 ―  52

   再評価に係る繰延税金負

債 
※２ 884 884  884

   退職慰労引当金  233 244  269

   退職給付引当金  593 559  524

   連結調整勘定  4 0  2

   固定負債合計  83,832 51.3 101,750 58.7 81,819 55.4

   負債合計  127,694 78.1 136,754 78.9 111,266 75.4

(少数株主持分)  

  少数株主持分  ― ― 36 0.0 37 0.0

(資本の部)  

Ⅰ 資本金  5,814 3.6 ― ― 5,814 3.9

Ⅱ 資本準備金  4,061 2.5 ― ― 4,061 2.8

Ⅲ 再評価差額金 ※２ 1,218 0.7 ― ― 1,218 0.8

Ⅳ 連結剰余金  24,758 15.1 ― ― 25,313 17.1

Ⅴ その他有価証券評価差額金  △15 △0.0 ― ― △46 △0.0

  35,837 21.9 ― ― 36,360 24.6

Ⅵ 自己株式  △0 △0.0 ― ― △10 △0.0

   資本合計  35,836 21.9 ― ― 36,349 24.6

   

Ⅰ 資本金  ― ― 5,814 3.4 ― ―

Ⅱ 資本剰余金  ― ― 4,061 2.3 ― ―

Ⅲ 利益剰余金  ― ― 25,447 14.7 ― ―

Ⅳ 土地再評価差額金 ※２ ― ― 1,218 0.7 ― ―

Ⅴ その他有価証券評価差額金  ― ― △0 △0.0 ― ―

Ⅵ 自己株式  ― ― △32 △0.0 ― ―

   資本合計  ― ― 36,507 21.1 ― ―

   負債、少数株主持分およ
び 
資本合計 

 163,530 100.0 173,298 100.0 147,654 100.0
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② 中間連結損益計算書 

 

前中間連結会計期間 

自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日 

当中間連結会計期間 

自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日 

前連結会計年度 
要約連結損益計算書 
自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日 

 
          期 別 
 
 
   科 目 

金額 百分比 金額 百分比 金額 百分比

  百万円 ％ 百万円 ％  百万円 ％

Ⅰ 営業収益   8,697 100.0 8,562 100.0  20,374 100.0

Ⅱ 売上原価   5,448 62.6 4,936 57.7  13,080 64.2

   売上総利益   3,249 37.4 3,626 42.3  7,294 35.8

Ⅲ 販売費および一般管理費 ※１  1,109 12.8 1,135 13.3  2,501 12.3

   営業利益   2,139 24.6 2,491 29.1  4,792 23.5

Ⅳ 営業外収益    

   受取利息  10 3 25 

   受取配当金  4 3 6 

   連結調整勘定償却額  2 1 4 

   雑収入  40 58 0.7 20 29 0.3 72 108 0.5

Ⅴ 営業外費用    

   支払利息  711 634 1,469 

   有価証券売却損  0 ― 1 

   社債発行費  117 208 117 

   借地権償却額 ※２ 254 257 515 

   貸倒引当金繰入額  0 ― 0 

   雑損  30 1,114 12.8 30 1,131 13.2 85 2,189 10.7

   経常利益   1,083 12.5 1,389 16.2  2,711 13.3

Ⅵ 特別利益    

   貸倒引当金戻入益  ― 7 ― 

   固定資産売却益 ※３ ― 1 ― 

   投資有価証券売却益  2 2 0.0 ― 8 0.1 2 2 0.0

Ⅶ 特別損失    

固定資産売却損 ※４ ― ― 0 

   固定資産除却損 ※５ 560 2 572 

   建物設備解体費  ― 421 ― 

   投資有価証券評価損  ― 55 49 

   子会社株式売却損  ― ― 28 

   差入保証金償却額  ― 560 6.5 21 500 5.8 ― 651 3.2

   税金等調整前中間 
   (当期)純利益 

  526 6.0 897 10.5  2,063 10.1

   法人税、住民税および 
   事業税 

 310 540 1,184 

   法人税等調整額  △72 237 2.7 △155 385 4.5 △301 882 4.3

   少数株主損失   ― ― 0 0.0  0 0.0

   中間(当期)純利益   288 3.3 512 6.0  1,181 5.8
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③ 中間連結剰余金計算書 

 

前中間連結会計期間 
自 平成13年４月１日
至 平成13年９月30日

当中間連結会計期間 
自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日 

前連結会計年度 
自 平成13年４月１日
至 平成14年３月31日

 
期 別 

 
科 目 

金額 金額 金額 

  百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

Ⅰ 連結剰余金期首残高 24,843 ―  24,843

Ⅱ 連結剰余金減少高   

 １ 配当金 337 ―  675 

 ２ 役員賞与 36 ―  36 

   (うち監査役賞与) (6) 373 (―) ― (6) 711

Ⅲ 中間(当期)純利益 288 ―  1,181

Ⅳ 連結剰余金中間期末 
  (期末)残高 

24,758 ―  25,313

   

（資本剰余金の部)   

Ⅰ 資本剰余金期首残高   

  資本準備金期首残高 ― ― 4,061 4,061 ― ―

Ⅱ 資本剰余金中間期末 
(期末)残高 

― 4,061  ―

   

（利益剰余金の部）   

Ⅰ 利益剰余金期首残高   

 １ 連結剰余金期首残高 ― ― 25,313 25,313 ― ―

Ⅱ 利益剰余金増加高   

 １ 中間(当期)純利益 ― ― 512 512 ― ―

Ⅲ 利益剰余金減少高   

 １ 配当金 ― 337  ― 

 ２ 役員賞与 ― 41  ― 

   (うち監査役賞与) (―) ― (7) 379 (―) ―

Ⅳ 利益剰余金中間期末 
(期末)残高 

― 25,447  ―
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④ 中間連結キャッシュ・フロー計算書 
 

前中間連結会計期間

自 平成13年４月１日
至 平成13年９月30日

当中間連結会計期間 

自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日 

前連結会計年度 
要約連結キャッシュ・
フロー計算書 
自 平成13年４月１日
至 平成14年３月31日

 
            期 別 
 
 
科 目 

金額 金額 金額 
Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー 百万円 百万円 百万円

 １ 税金等調整前中間(当期)純利益 526 897 2,063 

 ２ 減価償却費 1,919 1,813 3,839 

 ３ 連結調整勘定償却額 △2 △1 △4 

 ４ 差入保証金償却額 ― 21 ― 

 ５ 投資有価証券等評価損 ― 55 49 

 ６ 固定資産除却損 560 2 572 

 ７ 貸倒引当金の増減額（減少は△） 8 △7 3 

 ８ 賞与引当金の増減額（減少は△） 7 △20 11 

 ９ 退職給付引当金の増減額（減少は△） 18 35 △50 

 10 退職慰労引当金の増減額（減少は△） △24 △24 11 

 11 受取利息および受取配当金 △15 △6 △31 

 12 支払利息 711 634 1,469 

 13 有価証券売却損 0 ― 1 

 14 投資有価証券売却益 △2 ― △2 

 15 固定資産売却益 ― △1 ― 

 16 売上債権の増加額 △351 △888 △55 

 17 たな卸資産の増加額 △3,067 △1,463 △2,082 

 18 前渡金の増加額 △280 ― △322 

 19 未収金の増減額（増加は△） 567 △0 764 

 20 仕入債務の増減額(減少は△) 721 △3 323 

 21 前受金の増加額 229 436 463 

 22 未払消費税等の増減額（減少は△） 250 △502 502 

 23 保証金・敷金の減少額 △914 △307 △1,981 

 24 役員賞与の支払額 △36 △41 △36 

 25 その他 △394 193 △860 

    小計 432 819 4,646 

 26 利息および配当金の受取額 15 6 31 

 27 利息の支払額 △544 △516 △1,294 

 28 法人税等の支払額 △1,220 △878 △1,532 

  営業活動によるキャッシュ・フロー △1,316 △569 1,851 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    

 １ 定期預金の純増加額 △850 △7,020 △100 

 ２ 有価証券の取得による支出 △182 △500 △461 

 ３ 有価証券の売却・償還による収入 33 ― 460 

 ４ 投資有価証券の取得による支出 △500 △1,034 △500 

 ５ 投資有価証券の売却・償還による収入 25 ― 30 

 ６ 出資金の増加による支出 △828 △177 △882 

 ７ 有形固定資産の取得による支出 △1,381 △10,291 △2,555 

 ８ 有形固定資産の売却による収入 ― 2 0 

 ９ 無形固定資産の取得による支出 △1 ― △17 

 10 長期前払費用の増加による支出 △57 △3 △102 

 11 従業員貸付金の貸付による支出 △2 △0 △3 

 12 従業員貸付金の回収による収入 3 2 6 

 13 差入保証金の差入による支出 △6 △7 △21 

 14 差入保証金の返還による収入 6 49 7 

 15 その他 14 9 33 

  投資活動によるキャッシュ・フロー △3,726 △18,970 △4,107 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    

 １ 短期借入金の純増減額（減少は△） 1,150 △2,970 6,170 

 ２ 長期借入れによる収入 1,000 9,980 1,000 

 ３ 長期借入金の返済による支出 △2,130 △762 △2,860 

 ４ 社債の発行による収入 20,000 20,000 20,000 

 ５ 社債の償還による支出 ― △337 △20,000 

 ６ 配当金の支払額 △336 ― △675 

 ７ その他 △1 △20 △11 

  財務活動によるキャッシュ・フロー 19,682 25,890 3,623 

Ⅳ 現金および現金同等物に係る換算差額 ― ― ― 

Ⅴ 現金および現金同等物の増加額 14,639 6,349 1,366 

Ⅵ 現金および現金同等物の期首残高 4,576 5,943 4,576 

Ⅶ 現金および現金同等物の中間期末(期末)残高 19,215 12,292 5,943 
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

項目 

前中間連結会計期間 

自 平成13年４月１日 

至 平成13年９月30日 

当中間連結会計期間 

自 平成14年４月１日 

至 平成14年９月30日 

前連結会計年度 

自 平成13年４月１日 

至 平成14年３月31日 

１ 連結の範囲に関する事

項 

子会社は全て連結されておりま

す。 

当該連結子会社は、平和サービ

ス㈱の１社であります。 

同左 同左 

２ 持分法の適用に関する

事項 

該当事項はありません。 同左 同左 

３ 連結子会社の事業年度

(中間期)等に関する事

項 

連結子会社の中間期の末日は中

間連結決算日と一致しておりま

す。 

同左 連結子会社の事業年度末日と連

結決算日は一致しております。

４ 会計処理基準に関する

事項 

   

 (1) 重要な資産の評価基

準及び評価方法 

有価証券 

 満期保有目的債券 

  …償却原価法（定額法）を

採用しております。 

 その他有価証券 

 ａ 時価のあるもの 

  …中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差

額は全部資本直入法によ

り処理し,売却原価は主

として移動平均法により

算定。）を採用しており

ます。 

 ｂ 時価のないもの 

  …主として総平均法による

原価法を採用しておりま

す。 

有価証券 

 満期保有目的債券 

  …   同左 

 

 その他有価証券 

 ａ 時価のあるもの 

  …   同左 

 

 

 

 

 

 

 ｂ 時価のないもの 

  …   同左 

有価証券 

 満期保有目的債券 

  …   同左 

 

 その他有価証券 

 ａ 時価のあるもの 

  …決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は

全部資本直入法により処

理し,売却原価は主とし

て移動平均法により算

定。）を採用しておりま

す。 

 ｂ 時価のないもの 

  …   同左 

 たな卸資産 

 主として総平均法による原価

法を採用しております。 

たな卸資産 

同左 

たな卸資産 

同左 

    

有形固定資産 

……定率法を採用しておりま

す。ただし、東京証券取

引所ビルほか２棟のビル

および平成10年４月１日

以降に取得した建物(建物

附属設備を除く。)につい

ては、定額法を採用して

おります。 

なお、連結子会社につ

いては、定額法を採用し

ております。 

主な耐用年数は以下のと

おりであります。 

 (2) 重要な減価償却資産

の減価償却の方法 

建物設備および構築物 

機械装置および運搬具 

器具備品 

8～50年

6～15年

5～15年

有形固定資産 

……    同左 

有形固定資産 

……    同左 

    

 なお、取得価額10万円以

上20万円未満の少額減価

償却資産については、３

年間で均等償却する方法

によっております。 

  

    

 無形固定資産 

……定額法を採用しておりま

す。なお、自社利用のソフ

トウェアについては、社内

における利用可能期間(５

年)に基づく定額法を採用

しております。 

無形固定資産 

……    同左 

無形固定資産 

……    同左 
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項目 

前中間連結会計期間 

自 平成13年４月１日 

至 平成13年９月30日 

当中間連結会計期間 

自 平成14年４月１日 

至 平成14年９月30日 

前連結会計年度 

自 平成13年４月１日 

至 平成14年３月31日 

 (3) 重要な引当金の計上

基準 

貸倒引当金 

 営業未収入金・貸付金等の債

権の貸倒れによる損失に備え

るため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については

個別に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上してお

ります。 

貸倒引当金 

同左 

貸倒引当金 

同左 

 賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に充てる

ため、支給見込額に基づき計

上しております。 

賞与引当金 

同左 

賞与引当金 

同左 

 退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備

えるため、当社役員退職慰労

金規程に基づく中間期末要支

給額を計上しております。な

お、連結子会社は、退職慰労

引当金を計上しておりませ

ん。 

退職慰労引当金 

同左 

退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備

えるため、当社役員退職慰労

金規程に基づく期末要支給額

を計上しております。 

 なお、連結子会社は、退職慰

労引当金を計上しておりませ

ん。 

 退職給付引当金 

 従業員および年金受給者の退

職給付に備えるため、当中間

期末における退職給付債務か

ら年金資産の公正な評価額を

控除した額を計上しておりま

す。なお、連結子会社は中小

企業退職金共済制度を採用し

ており、退職給付引当金を計

上しておりません。 

退職給付引当金 

同左 

退職給付引当金 

 従業員および年金受給者の退

職給付に備えるため、当期末

における退職給付債務から年

金資産の公正な評価額を控除

した額を計上しております。

なお、連結子会社は中小企業

退職金共済制度を採用してお

り、退職給付引当金を計上し

ておりません。 

 (4) 重要なリース取引の

処理方法 

リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンスリース取引につい

ては通常の賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理によってお

ります。 

同左 同左 

 (5) 重要なヘッジ会計の

方法 

①ヘッジ会計の方法 

金利スワップについて、特

例処理の要件を満たしてお

りますので、特例処理を採

用しております。 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…金利スワップ 

ヘッジ対象…借入金の利息 

③ヘッジ方針 

主として親会社は、借入金

の金利変動リスクを回避す

る目的で金利スワップ取引

を行っております。 

④ヘッジの有効性評価の方法 

金利スワップの特例処理の

要件を満たしておりますの

で中間決算日における有効

性の評価を省略しておりま

す。 

①ヘッジ会計の方法 

同左 

 

 

 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

 

③ヘッジ方針 

同左 

 

 

 

④ヘッジの有効性評価の方法 

同左 

 

①ヘッジ会計の方法 

同左 

 

 

 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

 

③ヘッジ方針 

同左 

 

 

 

④ヘッジの有効性評価の方法 

金利スワップの特例処理の

要件を満たしておりますの

で決算日における有効性の

評価を省略しております。

 (6) その他中間連結財務

諸表(連結財務諸表)

作成のための重要な

事項 

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっており、控除

対象外消費税等は、当中間期

の費用として処理しておりま

す。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっており、控除

対象外消費税等は、当期の費

用として処理しております。

５ 中間連結キャッシュ・

フロー計算書(連結キ

ャッシュ・フロー計算

書)における資金の範

囲 

手許現金、要求払預金および取

得日から３か月以内に満期日の

到来する流動性の高い、容易に

換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか

負わない短期的な投資。 

同左 同左 
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(表示方法の変更) 

 

前中間連結会計期間 
自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日 

当中間連結会計期間 
自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日 

前中間連結会計期間において、中間連結損益計算書
および中間連結キャッシュ・フロー計算書で、それぞ
れ区分掲記しておりました「社債発行差金償却額」、
「繰延資産償却費」は当中間連結会計期間よりそれぞ
れ「支払利息」に含めて表示しております。 
なお、当中間連結会計期間における金額は54百万円
であります。 

 

 

(追加情報) 

 

前中間連結会計期間 
自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日 

当中間連結会計期間 
自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日 

前連結会計年度 
自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日 

(金融商品会計) 

 当中間連結会計期間からその他有

価証券のうち時価のあるものの評価

の方法について、金融商品に係る会

計基準(「金融商品に係る会計基準

の設定に関する意見書」(企業会計

審議会 平成11年１月22日))を適用

しております。この結果、その他有

価証券評価差額金△15百万円、繰延

税金資産10百万円が計上されており

ます。 

(自己株式および法定準備金取崩等会計)
 当中間連結会計期間から「企業会
計基準第１号 自己株式及び法定準
備金の取崩等に関する会計基準」
（企業会計基準委員会 平成14年2月
21日）を適用しております。 
 この変更に伴う損益に与える影響
は軽微であります。 
（中間連結貸借対照表） 
１ 中間連結財務諸表規則の改正により当
中間連結会計期間から「資本準備金」は
「資本剰余金」と「連結剰余金」は「利
益剰余金」として表示しております。 
２ 中間連結財務諸表規則の改正によ
り当中間連結会計期間から「再評価
差額金」は「土地再評価差額金」と
して表示しております。 
（中間連結剰余金計算書） 
１ 中間連結財務諸表規則の改正により当
中間連結会計期間から中間連結剰余金計
算書を資本剰余金の部および利益剰余金
の部に区分して記載しております。 
２ 中間連結財務諸表規則の改正により
当中間連結会計期間から「連結剰余
金期首残高」は「利益剰余金期首残
高」と「連結剰余金減少高」は「利
益剰余金減少高」と「連結剰余金中
間期末残高」は「利益剰余金中間期
末残高」として表示しております。 
  また、前中間連結会計期間において
独立掲記しておりました中間純利益に
ついては「利益剰余金増加高」の内訳
として表示しております。 
（１株当たり情報） 
 当中間連結会計期間から「企業会計
基準第2号 １株当たり当期純利益に
関する会計基準」（企業会計基準委員
会 平成14年９月25日）および「企業
会計基準適用指針第4号 １株当たり
当期純利益に関する会計基準の適用指
針」（企業会計基準委員会 平成14年
９月25日）を適用しております。 
 これによる影響は、「１株当たり情
報」に関する注記に記載しております。

(金融商品会計) 

 当連結会計年度からその他有価証

券のうち時価のあるものの評価の方

法について、金融商品に係る会計基

準(「金融商品に係る会計基準の設

定に関する意見書」(企業会計審議

会 平成11年１月22日))を適用して

おります。 

この結果、従来の方法によった場

合と比較してその他有価証券評価差

額金が△46百万円計上されたほか、

投資有価証券が80百万円、少数株主

持分が0百万円それぞれ減少し、繰

延税金資産が33百万円増加しており

ます。 
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注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

 

前中間連結会計期間末 
平成13年９月30日現在 

当中間連結会計期間末 
平成14年９月30日現在 

前連結会計年度末 
平成14年３月31日現在 

１※１ 有形固定資産の減価償却累

計額    29,874百万円 

１※１ 有形固定資産の減価償却累

計額    33,020百万円

１※１ 有形固定資産の減価償却累

計額    31,497百万円

２ 保証債務 

  連結会社以外の会社の金融機関

からの借入金に対して次のとお

り保証を行っております。 

２ 保証債務 

  連結会社以外の会社の金融機関

からの借入金に対して次のとお

り保証を行っております。 

２ 保証債務 

  連結会社以外の会社の金融機関

からの借入金に対して次のとお

り保証を行っております。 

 平和不動産㈱職員

向住宅融資利用者 
453百万円

 販売用不動産 

 ローン適用購入者 
0百万円

 

 平和不動産㈱職員

向住宅融資利用者
453百万円

 販売用不動産 

 ローン適用購入者
0百万円

 

 平和不動産㈱職員

向住宅融資利用者 
471百万円

 販売用不動産 

 ローン適用購入者 
0百万円

 
合  計 454百万円 合  計 454百万円 合  計 471百万円

 ３※２ 「土地の再評価に関する

法律」（平成10年3月31日公布

法律第34号）および「土地の再

評価に関する法律の一部を改正

する法律」（平成13年3月31日

公布法律第19号）に基づき、事

業用の土地の再評価を行ってお

り、当該評価差額に係る税金相

当分を「再評価に係る繰延税金

負債」として負債の部に計上

し、これを控除した金額を「再

評価差額金」として資本の部に

計上しております。 

３※２ 「土地の再評価に関する

法律」（平成10年3月31日公布

法律第34号）および「土地の再

評価に関する法律の一部を改正

する法律」（平成13年3月31日

公布法律第19号）に基づき、事

業用の土地の再評価を行ってお

り、当該評価差額に係る税金相

当分を「再評価に係る繰延税金

負債」として負債の部に計上

し、これを控除した金額を「土

地再評価差額金」として資本の

部に計上しております。 

 

３※２ 「土地の再評価に関する

法律」（平成10年3月31日公布

法律第34号）および「土地の再

評価に関する法律の一部を改正

する法律」（平成13年3月31日

公布法律第19号）に基づき、事

業用の土地の再評価を行ってお

り、当該評価差額に係る税金相

当分を「再評価に係る繰延税金

負債」として負債の部に計上

し、これを控除した金額を「再

評価差額金」として資本の部に

計上しております。 

 

同法律第3条第3

項に定める再評

価の方法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

再評価を行った年月日 

「土地の再評価に

関する法律施行

令」（平成10年

3月31日公布政

令第119号）第2

条第4号に定め

る地価税法第16

条に規定する地

価税の課税価格

の計算の基礎と

なる土地の価額

を算定するため

に国税庁長官が

定めて公表した

方法により算定

した価額に、合

理的な調整を行

って算出してお

ります。 

 

平成13年３月31日 

同法律第3条第3

項に定める再評

価の方法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

再評価を行った年月

日 

同左 

同左 

同法律第3条第3

項に定める再評

価の方法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

再評価を行った年月日 

再評価を行った土地の当

期末における時価と再評

価後の帳簿価額との差額 

 

同左 

同左 

771百万円
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前中間連結会計期間末 
平成13年９月30日現在 

当中間連結会計期間末 
平成14年９月30日現在 

前連結会計年度末 
平成14年３月31日現在 

４※３ 担保に供している資産なら

びに担保付債務 

 (1)担保に供している資産 

４※３ 担保に供している資産なら

びに担保付債務 

 (1)担保に供している資産 

４※３ 担保に供している資産なら

びに担保付債務 

 (1)担保に供している資産 

 土 地 29,073百万円

 建物設備 18,243百万円

 合計 47,317百万円
 

 土 地 48,655百万円

 建物設備 20,678百万円

 合計 69,333百万円
 

 土 地 29,330百万円

 建物設備 17,941百万円

 合計 47,272百万円
 

 

(2)担保付債務 

 

(2)担保付債務 

 

(2)担保付債務 

 長期借入金 23,290百万円

 1年以内返済予定の

長期借入金 
1,200百万円

 保証金 3,405百万円

 敷金 1,459百万円

 預り金 1,902百万円

 合計 31,257百万円
 

 長期借入金 30,814百万円

 1年以内返済予定の

長期借入金 
1,444百万円

 保証金 3,405百万円

 敷金 1,459百万円

 預り金 1,902百万円

 合計 39,025百万円
 

 長期借入金 22,700百万円

 1年以内返済予定の

長期借入金 
1,200百万円

 保証金 3,405百万円

 敷金 1,459百万円

 預り金 1,902百万円

 合計 30,667百万円
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(中間連結損益計算書関係) 

 

前中間連結会計期間 
自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日 

当中間連結会計期間 
自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日 

前連結会計年度 
自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日 

１※１ 販売費および一般管理費の

主なもの 

１※１ 販売費および一般管理費の

主なもの 

１※１ 販売費および一般管理費の

主なもの 

不動産販売 
管理費 

179百万円

給料手当 205百万円

賞与引当額 103百万円
退職慰労 
引当額 

35百万円

退職給付費用 52百万円

貸倒引当金 
繰入額 

8百万円

減価償却費 53百万円
 

不動産販売 
管理費 

181百万円

給料手当 202百万円

賞与引当額 88百万円
退職慰労 
引当額 

35百万円

退職給付費用 44百万円

減価償却費 59百万円

 
 

不動産販売 
管理費 

583百万円

給料手当 524百万円

賞与引当額 105百万円
退職慰労 
引当額 

71百万円

退職給付費用 58百万円

貸倒引当金 
繰入額 

3百万円

減価償却費 120百万円
 

２※２ 北軽井沢別荘分譲事業から

の撤退に伴い、平成12年３

月期より借地権契約期間満

了となる平成15年３月期ま

での４年間にわたり借地権

を均等償却し、当中間連結

会計期間における償却額は

254百万円であります。 

２※２ 北軽井沢別荘分譲事業から

の撤退に伴い、平成12年３

月期より借地権契約期間満

了となる平成15年３月期ま

での４年間にわたり借地権

を均等償却し、当中間連結

会計期間における償却額は

257百万円であります。 

２※２ 北軽井沢別荘分譲事業から

の撤退に伴い、平成12年3

月期より借地権契約期間満

了となる平成15年３月期ま

での４年間にわたり借地権

を均等償却し、当期償却額

は515百万円であります。 

 ３※３ 固定資産売却益の内訳 

車両運搬具 1百万円

土地 0百万円

 計 1百万円
 

 

  ３※４ 固定資産売却損の内訳 

器具備品 0百万円
 

３※５ 固定資産除却損の内訳 

建物設備 558百万円

器具備品 2百万円

 計 560百万円
 

４※５ 固定資産除却損の内訳 

建物設備 1百万円

器具備品 0百万円

 計 2百万円
 

４※５ 固定資産除却損の内訳 

建物設備 566百万円

構築物他 5百万円

 計 572百万円
 

 

(税効果会計関係) 

 

前中間連結会計期間 
自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日 

当中間連結会計期間 
自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日 

前連結会計年度 
自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日 

 中間連結会計期間に係る法人税

等および法人税等調整額は、当期に

おいて予定している利益処分による

圧縮積立金および特別償却準備金の

取崩しを前提として、当中間連結会

計期間に係る金額を計算しておりま

す。 

同 左 
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(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

 

前中間連結会計期間 
自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日 

当中間連結会計期間 
自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日 

前連結会計年度 
自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日 

 現金および現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

 現金および現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

 現金および現金同等物の期末残高

と連結貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係 

(平成13年９月30日) (平成14年９月30日) (平成14年３月31日)

現金および 
預金勘定 

1,564百万円

有価証券勘定 18,814百万円

 計 20,379百万円
預入期間が３か月 
を超える定期預金 

△1,015百万円

転換社債 △148百万円

現金および 
現金同等物 

19,215百万円

  

現金および 
預金勘定 

13,387百万円

有価証券勘定 6,710百万円

 計 20,098百万円
預入期間が３か月
を超える定期預金

△7,285百万円

取得日から償還日までの期

間が３か月を超える債券等
△520百万円

現金および 
現金同等物 

12,292百万円

 

現金および 
預金勘定 

1,730百万円

有価証券勘定 4,477百万円

 計 6,208百万円
預入期間が３か月 
を超える定期預金 

△265百万円

現金および 
現金同等物 

5,943百万円
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(リース取引関係) 

 

前中間連結会計期間 
自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日 

当中間連結会計期間 
自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日 

前連結会計年度 
自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額および中間

期末残高相当額 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額および中間

期末残高相当額 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額および期末

残高相当額 

 工具・器具・備品

取得価額 
相当額 

69百万円

減価償却 
累計額相当額 

46百万円

中間期末 
残高相当額 

22百万円

 

 工具・器具・備品

取得価額 
相当額 

89百万円

減価償却 
累計額相当額 

27百万円

中間期末 
残高相当額 

62百万円

 

 工具・器具・備品

取得価額 
相当額 

69百万円

減価償却 
累計額相当額 

51百万円

期末残高 
相当額 

18百万円

 
 なお、取得価額相当額は、未経過

リース料中間期末残高が有形固定

資産の中間期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み法に

より算定しております。 

 

同左  なお、取得価額相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固定資産

の期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算定

しております。 

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年以内 8百万円

１年超 14百万円

合計 22百万円
 

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年以内 14百万円

１年超 47百万円

合計 62百万円
 

２ 未経過リース料期末残高相当額

 

１年以内 7百万円

１年超 10百万円

合計 18百万円
 

  なお、未経過リース料中間期末

残高相当額は、未経過リース料

中間期末残高が有形固定資産の

中間期末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み法によ

り算定しております。 

 

同左   なお、未経過リース料期末残高

相当額は、未経過リース料期末

残高が有形固定資産の期末残高

等に占める割合が低いため、支

払利子込み法により算定してお

ります。 

３ 支払リース料および減価償却費

相当額 

３ 支払リース料および減価償却費

相当額 

３ 支払リース料および減価償却費

相当額 

 支払リース料 5百万円

 減価償却費相当額 5百万円

  

 支払リース料 5百万円

 減価償却費相当額 5百万円
 

 支払リース料 9百万円

 減価償却費相当額 9百万円
 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ております。 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 
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(有価証券関係) 

１ 時価のある有価証券 

(単位：百万円) 

区分 
前中間連結会計期間末 

平成13年９月30日現在 

当中間連結会計期間末 

平成14年９月30日現在 

前連結会計年度末 

平成14年3月31日現在 

(1) 満期保有目的の債券 

中間連結 

貸借対照表 

計上額 

時価 差額 

中間連結

貸借対照表

計上額

時価 差額 

連結 

貸借対照表 

計上額 
時価 差額 

① 国債・地方債等 34 34 0 29 29 0 29 29 0

② 社債 ― ― ― ― ― ― ― ― ―

③ その他 ― ― ― 999 999 △0 ― ― ―

計 34 34 0 1,029 1,029 0 29 29 0

(2) その他有価証券 取得原価 

中間連結 

貸借対照表 

計上額 

差額 取得原価

中間連結

貸借対照表

計上額

差額 取得原価 

連結 

貸借対照表 

計上額 

差額 

① 株式 422 400 △22 319 320 0 373 295 △77

② 債券     

   国債・地方債等 ― ― ― ― ― ― ― ― ―

   社債 149 148 △0 ― ― ― ― ― ―

   その他 ― ― ― ― ― ― ― ― ―

③ その他 10 7 △3 8 7 △1 10 7 △2

計 582 556 △26 328 327 △0 383 302 △80

（注）有価証券について55百万円（その他有価証券で時価のある株式53百万円、その他1百万円）減損処理を行って

おります。 

 

２ 時価評価されていない主な有価証券 

(単位：百万円) 

区分 
前中間連結会計期間末 

平成13年９月30日現在 

当中間連結会計期間末 

平成14年９月30日現在 

前連結会計年度末 

平成14年3月31日現在 

(1) 満期保有目的の債券 中間連結貸借対照表計上額 中間連結貸借対照表計上額 連結貸借対照表計上額 

①非上場外国債券 ― ― ―

計 ― ― ―

(2) その他有価証券 中間連結貸借対照表計上額 中間連結貸借対照表計上額 連結貸借対照表計上額 

①非上場株式(店頭売買株式を除く) 522 1,546 522

②非上場外国債券 ― ― ―

③マネー・マネージメント・ファンド 15,562 3,533 2,643

④中期国債ファンド 1,003 557 1,734

⑤その他 2,100 1,610 100

計 19,187 7,247 4,999
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(デリバティブ取引関係) 

前中間連結会計期間(自 平成13年４月１日 至 平成13年９月30日) 

 ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いているため、該当事項はありません。 

当中間連結会計期間(自 平成14年４月１日 至 平成14年９月30日) 

 ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いているため、該当事項はありません。 

前連結会計年度(自 平成13年４月１日 至 平成14年３月31日) 

 該当事項はありません。なお、金利スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用して

いるため注記の対象から除いております。 
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(セグメント情報) 

１ 事業の種類別セグメント情報 

前中間連結会計期間(自 平成13年４月１日 至 平成13年９月30日) 

 

 
不動産 
賃貸事業 

不動産 
販売事業 

その他の 
事業 

計 
消去 
または全社 

連結 

 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

営業収益   

(1) 外部顧客に 
対する営業収益 

6,565 1,482 649 8,697 ― 8,697

(2) セグメント間の内部 
営業収益または振替高

8 ― 380 388 (388) ―

計 6,573 1,482 1,030 9,086 (388) 8,697

営業費用 3,605 1,865 1,057 6,528    29 6,557

営業利益または営業損失(△) 2,968 △383 △27 2,557 (418) 2,139

(注) １ 事業区分は売上集計区分によっております。 

２ 各事業の主な内容 

(1) 不動産賃貸事業……建物、設備および土地の賃貸 

(2) 不動産販売事業……戸建住宅、マンションおよび宅地等の分譲 

(3) その他の事業………不動産の仲介、建物・設備の保守管理、請負工事、保険代理店業務、介護サー

ビス付高齢者賃貸住宅事業等 

３ 営業費用のうち、消去または全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、当中間連結会計期間432

百万円であり、いずれもその主なものは、中間連結財務諸表提出会社の本店管理部門に係る費用であり

ます。 

４ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

 

当中間連結会計期間(自 平成14年４月１日 至 平成14年９月30日) 

 

 
不動産 
賃貸事業 

不動産 
販売事業 

その他の 
事業 

計 
消去 
または全社 

連結 

 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

営業収益   

(1) 外部顧客に 
対する営業収益 

6,365 1,691 506 8,562 ― 8,562

(2) セグメント間の内部 
営業収益または振替高

7 ― 388 395 (395) ―

計 6,372 1,691 894 8,957 (395) 8,562

営業費用 3,534 1,681 848 6,064 6 6,071

営業利益 2,837 9 46 2,893 (401) 2,491

(注) １ 事業区分は売上集計区分によっております。 

２ 各事業の主な内容 

(1) 不動産賃貸事業……建物、設備および土地の賃貸 

(2) 不動産販売事業……戸建住宅、マンションおよび宅地等の分譲 

(3) その他の事業………不動産の仲介、建物・設備の保守管理、請負工事、保険代理店業務、介護サー

ビス付高齢者賃貸住宅事業等 

３ 営業費用のうち、消去または全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、当中間連結会計期間421

百万円であり、いずれもその主なものは、中間連結財務諸表提出会社の本店管理部門に係る費用であり

ます。 

４ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 
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前連結会計年度(自 平成13年４月１日 至 平成14年３月31日) 

 

 
不動産 
賃貸事業 

不動産 
販売事業 

その他の 
事業 

計 
消去 
または全社 

連結 

 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

営業収益    

(1) 外部顧客に 
対する営業収益 

13,157 6,247 969 20,374 ― 20,374

(2) セグメント間の内部 
営業収益または振替高

15 ― 831 847 (847) ―

計 13,173 6,247 1,800 21,222 (847) 20,374

営業費用 7,282 6,417 1,890 15,590 (8) 15,582

営業利益または営業損失(△) 5,891 △169 △89 5,631 (838) 4,792

(注) １ 事業区分は売上集計区分によっております。 

２ 各事業の主な内容 

(1) 不動産賃貸事業……建物、設備および土地の賃貸 

(2) 不動産販売事業……戸建住宅、マンションおよび宅地等の分譲 

(3) その他の事業………不動産の仲介、建物・設備の保守管理、請負工事、保険代理店業務、介護サー

ビス付高齢者賃貸住宅事業等 

３ 営業費用のうち、消去または全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、875百万円であり、いず

れもその主なものは、連結財務諸表提出会社の本店管理部門に係る費用であります。 

４ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

 

２ 所在地別セグメント情報 

前中間連結会計期間(自 平成13年４月１日 至 平成13年９月30日) 

本国以外の国または地域に所在する連結子会社がないため、該当事項はありません。 

当中間連結会計期間(自 平成14年４月１日 至 平成14年９月30日) 

本国以外の国または地域に所在する連結子会社がないため、該当事項はありません。 

前連結会計年度(自 平成13年４月１日 至 平成14年３月31日) 

本国以外の国または地域に所在する連結子会社がないため、該当事項はありません。 

 

３ 海外売上高 

前中間連結会計期間(自 平成13年４月１日 至 平成13年９月30日) 

海外売上高がないため、該当事項はありません。 

当中間連結会計期間(自 平成14年４月１日 至 平成14年９月30日) 

海外売上高がないため、該当事項はありません。 

前連結会計年度(自 平成13年４月１日 至 平成14年３月31日) 

海外売上高がないため、該当事項はありません。 



ファイル名:090_0757000501412.doc 更新日時:2002/12/18 10:03 印刷日時:02/12/19 15:49 

― 36 ― 

(１株当たり情報) 

 

項目 
前中間連結会計期間 
自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日 

当中間連結会計期間 
自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日 

前連結会計年度 
自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日 

１株当たり純資産額 318.29円 324.61円 322.97円 

１株当たり中間(当期) 
純利益 

2.56円 4.55円 10.49円 

潜在株式調整後１株当たり
中間(当期)純利益 

2.49円 ―円 ―円 

 

１株当たり中間純利益の算定上の基礎 

 

 

 

 

 

（注）１ 当中間連結会計期間および前連結会計年度の潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益について

は、潜在株式がないため「―」表示しております。 

２ 当中間連結会計期間から「企業会計基準第２号 １株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計

基準委員会 平成14年９月25日）および「企業会計基準適用指針第４号 １株当たり当期純利益に関す

る会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会 平成14年９月25日）を適用しております。 

      なお、前中間連結会計期間および前連結会計年度において採用した算定方法を当中間連結会計期間に

適用した場合、１株当たり純資産額、１株当たり中間純利益および潜在株式調整後１株当たり中間純

利益は、次のとおりとなります。 

 

項目 
当中間会計期間 
自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日 

１株当たり純資産額 324.61円 

１株当たり中間純利益 4.55円 
潜在株式調整後1株当たり中間純利益 ―円 

 

中間純利益：① 512百万円

うち普通株主に帰属しない金額：② ―

普通株式に係る中間純利益：①―② 512百万円

期中平均株式数 112,508,481株
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(重要な後発事象) 

前中間連結会計期間 
自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日 

当中間連結会計期間 
自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日 

前連結会計年度 
自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日 

 該当事項はありません。 同左 同左 

 

(2) その他 

 

前中間連結会計期間 
自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日 

当中間連結会計期間 
自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日 

前連結会計年度 
自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日 

１ 決算日後の状況 

  該当事項はありません。 

１ 決算日後の状況 

同左 

１ 決算日後の状況 

同左 
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２ 中間財務諸表等 

(1) 中間財務諸表 

① 中間貸借対照表 

 

前中間会計期間末 

平成13年９月30日現在

当中間会計期間末 

平成14年９月30日現在 

前事業年度 
要約貸借対照表 
平成14年３月31日現在

 
          期 別 
 
   科 目 

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比
 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

(資産の部)  

Ⅰ 流動資産   

   現金および預金  1,479 13,213  1,606

   営業未収入金  254 1,025  189

   有価証券  18,795 6,696  4,467

   販売用不動産  1,731 211  213

   販売用不動産仮勘定  11,547 13,546  12,082

   短期貸付金  227 195  214

   その他  2,030 2,352  2,533

   貸倒引当金  △13 △1  △8

   流動資産合計  36,053 22.2 37,240 21.6 21,299 14.5

Ⅱ 固定資産   

 １ 有形固定資産 ※１  

    建物設備 ※３ 52,821 53,075  51,919

※２ 
    土地 

※３ 
65,355 70,773  65,690

    建設仮勘定  72 2,635  81

    その他  816 773  799

   有形固定資産合計  119,065 73.2 127,258 73.8 118,490 80.7

 ２ 無形固定資産   

    借地権  4,369 3,862  4,120

    その他  59 51  57

   無形固定資産合計  4,428 2.7 3,914 2.3 4,177 2.8

 ３ 投資その他の資産   

    従業員長期貸付金  9 5  7

    その他  2,995 4,065  2,902

    貸倒引当金  △152 △152  △152

   投資その他の資産合計  2,852 1.8 3,918 2.3 2,757 1.9

   固定資産合計  126,345 77.7 135,091 78.4 125,426 85.4

Ⅲ 繰延資産   

    社債発行差金  162 0.1 54 0.0 108 0.1

   資産合計  162,561 100.0 172,386 100.0 146,834 100.0
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前中間会計期間末 

平成13年９月30日現在

当中間会計期間末 

平成14年９月30日現在 

前事業年度 
要約貸借対照表 
平成14年３月31日現在

 
           期 別 
 
   科 目 

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

(負債の部)  

Ⅰ 流動負債   

   支払手形  ― 7  ―
   営業未払金  663 276  382
１年以内に償還予定の 

   普通社債 
 ― 7,000  ―

   １年以内に償還予定の 
   転換社債 

 20,000 ―  ―

   短期借入金  14,000 16,070  19,000
   １年以内に返済予定の 
   長期借入金 

※３ 2,180 4,124  2,180

   未払法人税等  317 541  879
   賞与引当金  164 150  166
   その他 ※３ 5,900 6,273  6,352

   流動負債合計  43,225 26.6 34,442 20.0 28,960 19.7

Ⅱ 固定負債   

   社債  27,000 40,000  27,000
   長期借入金 ※３ 32,540 39,084  31,810

   保証金 ※３ 14,992 13,104  14,045

   敷金 ※３ 7,338 7,848  7,207
   繰延税金負債  249 ―  79
   再評価に係る繰延税金負債 ※２ 884 884  884
   退職慰労引当金  233 244  269
   退職給付引当金  593 559  524

   固定負債合計  83,830 51.6 101,725 59.0 81,820 55.7

   負債合計  127,055 78.2 136,168 79.0 110,781 75.4

(資本の部)  

Ⅰ 資本金  5,814 3.6 ― ― 5,814 4.0
Ⅱ 資本準備金  4,061 2.5 ― ― 4,061 2.8
Ⅲ 利益準備金  1,453 0.9 ― ― 1,453 1.0
Ⅳ 再評価差額金 ※２ 1,218 0.7 ― ― 1,218 0.8
Ⅴ その他の剰余金   
   任意積立金 ※４ 21,850 ―  21,850
   中間(当期)未処分利益  1,117 ―  1,708
   その他の剰余金合計  22,967 14.1 ― ― 23,558 16.0
Ⅵ その他有価証券評価差額金  △8 △0.0 ― ― △42 △0.0
Ⅶ 自己株式  ― ― ― ― △10 △0.0

   資本合計  35,505 21.8 ― ― 36,053 24.6

   
Ⅰ 資本金  ― ― 5,814 3.4 ― ―
Ⅱ 資本剰余金   
 １ 資本準備金  ― ― 4,061 2.3 ― ―
Ⅲ 利益剰余金   
 １ 利益準備金  ― 1,453  ―
 ２ 任意積立金 ※４ ― 21,763  ―
 ３ 中間(当期)未処分利益  ― 1,934  ―
   利益剰余金合計  ― ― 25,151 14.6 ― ―
Ⅳ 土地再評価差額金 ※２ ― ― 1,218 0.7 ― ―
Ⅴ その他有価証券評価差額金  ― ― 5 0.0 ― ―
Ⅵ 自己株式  ― ― △32 △0.0 ― ―

   資本合計  ― ― 36,218 21.0 ― ―

   負債・資本合計  162,561 100.0 172,386 100.0 146,834 100.0
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② 中間損益計算書 

 

前中間会計期間 

自 平成13年４月１日
至 平成13年９月30日

当中間会計期間 

自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日 

前事業年度 
要約損益計算書 
自 平成13年４月１日
至 平成14年３月31日

 
          期 別 
 
 
   科 目 

金額 百分比 金額 百分比 金額 百分比

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

営業収益  8,104 100.0 8,191 100.0 19,475 100.0

売上原価  4,983 61.5 4,748 58.0 12,450 64.0

  売上総利益  3,120 38.5 3,442 42.0 7,025 36.0

販売費および一般管理費  963 11.9 951 11.6 2,191 11.2

  営業利益  2,157 26.6 2,490 30.4 4,833 24.8

営業外収益 ※１ 67 0.8 38 0.5 136 0.7

営業外費用 ※２ 1,112 13.7 1,130 13.8 2,187 11.2

  経常利益  1,111 13.7 1,399 17.1 2,782 14.3

特別利益 ※３ ― ― 8 0.1 ― ―

特別損失 ※４ 557 6.9 498 6.1 619 3.2

  税引前中間(当期)純利益  554 6.8 909 11.1 2,163 11.1

法人税、住民税および事業税  310 000 540    1,184   

法人税等調整額  △76 233 2.8 △149  390 4.8 △270  913 4.7

  中間(当期)純利益  320 4.0 518 6.3 1,249 6.4

前期繰越利益  796 1,416  796

中間配当額  ― ―  337

  中間(当期)未処分利益  1,117 1,934  1,708
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

 

項目 

前中間会計期間 

自 平成13年４月１日 

至 平成13年９月30日 

当中間会計期間 

自 平成14年４月１日 

至 平成14年９月30日 

前事業年度 

自 平成13年４月１日 

至 平成14年３月31日 

１ 資産の評価基準および

評価方法 

たな卸資産 

 総平均法による原価法を採用

しております。 

たな卸資産 

同左 

たな卸資産 

同左 

    

 有価証券 

 満期保有目的債券 

  償却原価法(定額法)を採用

しております。 

 子会社株式および関連会社株

式 

  総平均法による原価法を採

用しております。 

 その他有価証券 

 ａ 時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等

に基づく時価法(評価差

額は全部資本直入法によ

り処理し,売却原価は主

として移動平均法により

算出。)を採用しており

ます。 

 ｂ 時価のないもの 

   総平均法による原価法を

採用しております。 

有価証券 

 満期保有目的債券 

同左 

 

 子会社株式および関連会社株

式 

同左 

 

 その他有価証券 

 ａ 時価のあるもの 

同左 

 

 

 

 

 

 

 ｂ 時価のないもの 

同左 

有価証券 

 満期保有目的債券 

同左 

 

 子会社株式および関連会社株

式 

同左 

 

 その他有価証券 

 ａ 時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基

づく時価法(評価差額は

全部資本直入法により処

理し,売却原価は主とし

て移動平均法により算

出。)を採用しておりま

す。 

 ｂ 時価のないもの 

同左 

有形固定資産…定率法を採用し

ております。ただし、東京証券

取引所ビルほか２棟のビルおよ

び平成10年４月１日以降に取得

した建物(建物附属設備を除

く。)については、定額法を採

用しております。 

主な耐用年数は以下のとおりで

あります。 

有形固定資産…同左 

 

建物設備および構築物 

機械装置および運搬具 

器具備品 

8～50年 

6～15年 

5～15年 

  

２ 固定資産の減価償却の

方法 

なお、取得価額10万円以上20万

円未満の少額減価償却資産につ

いては、３年間で均等償却する

方法によっております。 

 

有形固定資産…同左 

 

 無形固定資産…定額法を採用し

ております。なお、自社利用の

ソフトウェアについては、社内

における利用可能期間(５年)に

基づく定額法を採用しておりま

す。 

無形固定資産…同左 無形固定資産…同左 

３ 繰延資産の処理方法 社債発行費 

 支払時に全額費用処理してお

ります。 

社債発行差金 

 社債償還期間(３年)に亘り均

等償却しております。 

社債発行費 

同左 

 

社債発行差金 

同左 

社債発行費 

同左 

 

社債発行差金 

同左 
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項目 

前中間会計期間 

自 平成13年４月１日 

至 平成13年９月30日 

当中間会計期間 

自 平成14年４月１日 

至 平成14年９月30日 

前事業年度 

自 平成13年４月１日 

至 平成14年３月31日 

４ 引当金の計上基準 貸倒引当金 

 営業未収入金・貸付金等の債

権の貸倒れによる損失に備え

るため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については

個別に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上してお

ります。 

貸倒引当金 

同左 

貸倒引当金 

同左 

 賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に充てる

ため、支給見込額に基づき計

上しております。 

賞与引当金 

同左 

賞与引当金 

同左 

 退職給付引当金 

 従業員および年金受給者の退

職給付に備えるため、当中間

期末における退職給付債務か

ら年金資産の公正な評価額を

控除した額を計上しておりま

す。 

退職給付引当金 

同左 

退職給付引当金 

 従業員および年金受給者の退

職給付に備えるため、当期末

における退職給付債務から年

金資産の公正な評価額を控除

した額を計上しております。

 退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備

えるため、当社役員退職慰労

金規程に基づく中間期末要支

給額を計上しております。 

退職慰労引当金 

同左 

退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備

えるため、当社役員退職慰労

金規程に基づく期末要支給額

を計上しております。 

５ リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっ

ております。 

同左 同左 

６ ヘッジ会計の方法 ①ヘッジ会計の方法 

金利スワップについて、特

例処理の要件を満たしており

ますので、特例処理を採用し

ております。 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…金利スワップ 

ヘッジ対象…借入金の利息 

③ヘッジ方針 

借入金の金利変動リスクを

回避する目的で金利スワップ

取引を行っております。 

④ヘッジの有効性評価の方法 

金利スワップの特例処理の

要件を満たしておりますので

中間決算日における有効性の

評価を省略しております。 

①ヘッジ会計の方法 

同左 

 

 

 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

 

③ヘッジ方針 

同左 

 

 

④ヘッジの有効性評価の方法 

同左 

 

①ヘッジ会計の方法 

同左 

 

 

 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

 

③ヘッジ方針 

同左 

 

 

④ヘッジの有効性評価の方法 

金利スワップの特例処理の

要件を満たしておりますので

決算日における有効性の評価

を省略しております。 

７ その他中間財務諸表

(財務諸表)作成の基本

となる重要な事項 

消費税等の会計処理について 

 消費税等の会計処理は、税抜

方式によっております。 

消費税等の会計処理について 

税抜方式によっており、控除

対象外消費税等は、当中間期

の費用として処理しておりま

す。 

消費税等の会計処理について 

税抜方式によっており、控除

対象外消費税等は、当期の費

用として処理しております。
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(表示方法の変更) 

 

前中間会計期間 
自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日 

当中間会計期間 
自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日 

造成中の土地のほか、建築中の建物を計上しており

ますため、明瞭性の観点から「土地造成勘定」から「販

売用不動産仮勘定」に変更しております。 
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(追加情報) 

 

前中間会計期間 
自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日 

当中間会計期間 
自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日 

前事業年度 
自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日 

(金融商品会計) 

当中間会計期間からその他有価証

券のうち時価のあるものの評価の方

法について、金融商品に係る会計基

準(「金融商品に係る会計基準の設

定に関する意見書」(企業会計審議

会 平成11年１月22日))を適用して

おります。この結果、その他有価証

券評価差額金△８百万円、繰延税金

資産６百万円が計上されておりま

す。 

(自己株式および法定準備金取崩等会

計) 

 当中間会計期間から「企業会計

基準第１号 自己株式及び法定準

備金の取崩等に関する会計基準」

（企業会計基準委員会 平成14年2

月21日）を適用しております。 

 この変更に伴う損益に与える影

響は軽微であります。 

 

（中間貸借対照表） 

１ 中間財務諸表等規則の改正に

より当中間会計期間から「資本

準備金」は「資本剰余金」の内

訳と「利益準備金」「任意積立

金」「中間未処分利益」は「利

益剰余金」の内訳として表示し

ております。 

２ 中間財務諸表等規則の改正に

より当中間会計期間から「再評

価差額金」は「土地再評価差額

金」として表示しております。 

３ 前中間会計期間まで流動資産

に掲記しておりました「自己株

式」は、中間財務諸表等規則の

改正により当中間会計期間にお

いては、資本に対する控除科目

として資本の部の末尾に表示し

ております。 

  なお、前中間会計期間は流動

資産の「その他」に含まれてお

り、その金額は０百万円であり

ます。 

 

（１株当たり情報） 

 当中間会計期間から「企業会計

基準第２号 １株当たり当期純利

益に関する会計基準」（企業会計

基準委員会 平成14年９月25日）

および「企業会計基準適用指針第

４号 １株当たり当期純利益に関

する会計基準の適用指針」（企業

会計基準委員会 平成14年９月25

日）を適用しております。 

 これによる影響は、「１株当た

り情報」に関する注記に記載して

おります。 

(金融商品会計) 

当期からその他有価証券のうち時価

のあるものの評価の方法について、金

融商品に係る会計基準(「金融商品に

係る会計基準の設定に関する意見書」

(企業会計審議会 平成11年１月22

日))を適用しております。 

この結果、従来の方法によった場合

と比較してその他有価証券評価差額金

が△42百万円計上されたほか、投資有

価証券が73百万円減少し、繰延税金資

産が30百万円増加しております。 

 

（自己株式） 

 前期において資産の部に計上してお

りました「自己株式」（流動資産0百

万円）は、財務諸表等規則の改正によ

り当期末においては資本の部の末尾に

表示しております。 
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注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

 

前中間会計期間末 
平成13年９月30日現在 

当中間会計期間末 
平成14年９月30日現在 

前事業年度末 
平成14年３月31日現在 

１※１ 有形固定資産減価償却累計
額     29,527百万円 

１※１ 有形固定資産減価償却累計
額     32,640百万円

１※１ 有形固定資産減価償却累計
額     31,132百万円

２ 保証債務 
  銀行借入に対し、次のとおり保
証を行っております。 
  関係会社 
   平和サービス㈱ 250百万円 
  その他 
   平和不動産㈱職員向 
   住宅融資利用者 453百万円 
   販売用不動産ローン 
   適用購入者    0百万円 
      計    704百万円 

２ 保証債務 
  銀行借入に対し、次のとおり保
証を行っております。 
  関係会社 
   平和サービス㈱ 230百万円 
  その他 
   平和不動産㈱職員向 
   住宅融資利用者 453百万円 
   販売用不動産ローン 
   適用購入者    0百万円 
      計    684百万円 

２ 保証債務 
  銀行借入に対し、次のとおり保
証を行っております。 
  関係会社 
   平和サービス㈱ 270百万円 
  その他 
   平和不動産㈱職員向 
   住宅融資利用者 471百万円 
   販売用不動産ローン 
   適用購入者    0百万円 
      計    741百万円 

３※２ 「土地の再評価に関する法
律」(平成10年３月31日公布
法律第34号)および「土地の
再評価に関する法律の一部を
改正する法律」(平成13年３
月31日公布法律第19号)に基
づき、事業用の土地の再評価
を行っており、当該評価差額
に係る税金相当分を「再評価
に係る繰延税金負債」として
負債の部に計上し、これを控
除した金額を「再評価差額
金」として資本の部に計上し
ております。 

３※２ 「土地の再評価に関する法
律」(平成10年３月31日公布
法律第34号)および「土地の
再評価に関する法律の一部を
改正する法律」(平成13年３
月31日公布法律第19号)に基
づき、事業用の土地の再評価
を行っており、当該評価差額
に係る税金相当分を「再評価
に係る繰延税金負債」として
負債の部に計上し、これを控
除した金額を「土地再評価差
額金」として資本の部に計上
しております。 

３※２ 「土地の再評価に関する法
律」(平成10年３月31日公布
法律第34号)および「土地の
再評価に関する法律の一部を
改正する法律」(平成13年３
月31日公布法律第19号)に基
づき、事業用の土地の再評価
を行っており、当該評価差額
に係る税金相当分を「再評価
に係る繰延税金負債」として
負債の部に計上し、これを控
除した金額を「再評価差額
金」として資本の部に計上し
ております。 

同法律第
３条第３
項に定め
る再評価
の方法 

「土地の再評価に関す
る法律施行令」(平成
10年３月31日公布政令
第119号)第２条第４号
に定める地価税法第16
条に規定する地価税の
課税価格の計算の基礎
となる土地の価額を算
定するために国税庁長
官が定めて公表した方
法により算定した価額
に、合理的な調整を行
って算出しております。 

同法律第
３条第３
項に定め
る再評価
の方法 

同左 同法律第
３条第３
項に定め
る再評価
の方法 

同左 

再評価を行った年月日 平成13年3月31日 再評価を行った年月日 同左 再評価を行った年月日 同左 
  再評価を行った土地の当期

末における時価と再評価後
の帳簿価額との差額 

771百万円

４※３ 担保に供している資産なら
びに担保付債務 

 (1) 担保に供している資産 

４※３ 担保に供している資産なら
びに担保付債務 

 (1) 担保に供している資産 

４※３ 担保に供している資産なら
びに担保付債務 

 (1) 担保に供している資産 

土  地 29,073百万円 

建物設備 18,243百万円 

合  計 47,317百万円 
 

土  地 48,655百万円

建物設備 20,678百万円

合  計 69,333百万円
 

土  地 29,330百万円

建物設備 17,941百万円

合  計 47,272百万円
 

 (2) 担保付債務   (2) 担保付債務  (2) 担保付債務 
長期借入金 23,290百万円 
１年以内返済予
定 
長期借入金 

1,200百万円 

保証金 3,405百万円 
敷金 1,459百万円 
預り金 1,902百万円 

合  計 31,257百万円 
 

長期借入金 30,814百万円
１年以内返済予
定 
長期借入金 

1,444百万円

保証金 3,405百万円
敷金 1,459百万円
預り金 1,902百万円

合  計 39,025百万円
 

長期借入金 22,700百万円
１年以内返済予定 
長期借入金 

1,200百万円

保証金 3,405百万円
敷金 1,459百万円
預り金 1,902百万円

合  計 30,667百万円
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前中間会計期間末 
平成13年９月30日現在 

当中間会計期間末 
平成14年９月30日現在 

前事業年度末 
平成14年３月31日現在 

５※４ 特別法上の準備金の計上を
規定した法令の条項は次の
とおりであります。 

     固定資産特別償却準備金 
      震災特例法第18条 
      租税特別措置法第47条 
 

５※４     同左 
 

５※４   同左 

６ 消費税等の取扱い 
  仮払消費税等および仮受消費税
等は相殺のうえ、流動負債の
「その他」に含めて表示してお
ります。 

６ 消費税等の取扱い 
  仮払消費税等および仮受消費税
等は相殺のうえ、流動資産の
「その他」に含めて表示してお
ります。 
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(中間損益計算書関係) 

 

前中間会計期間 
自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日 

当中間会計期間 
自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日 

前事業年度 
自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日 

１※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 2百万円

有価証券利息 7百万円
 

１※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 0百万円

有価証券利息 2百万円
 

１※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 3百万円

有価証券利息 20百万円
 

２※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 407百万円

社債利息 302百万円

借地権償却額 254百万円
 

２※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 439百万円

社債利息 194百万円

借地権償却額 257百万円
 

２※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 802百万円

社債利息 664百万円

借地権償却額 515百万円

 
 

 ３※３ 特別利益の主要項目 

貸倒引当金差額

戻入益 
7百万円

 

固定資産売却益 

車両運搬具 1百万円

土地 0百万円

計 1百万円
 

 

３※４ 特別損失の主要項目 

固定資産除却損 

 建物設備 555百万円

 その他 1百万円

  計 557百万円
 

４※４ 特別損失の主要項目 

固定資産除却損 

建物設備 1百万円

その他 0百万円

 計 2百万円

 

建物設備解体

費 
421百万円

 
 

３※４ 特別損失の主要項目 

固定資産売却損 

 器具備品 0百万円

 

固定資産除却損 

 建物設備 563百万円

 構築物 0百万円

 器具備品 5百万円

  計 569百万円
 

４ 減価償却実施額 

有形固定資産 1,627百万円

無形固定資産 11百万円
 

５ 減価償却実施額 

有形固定資産 1,520百万円

無形固定資産 13百万円
 

４ 減価償却実施額 

有形固定資産 3,252百万円

無形固定資産 27百万円
 

 

(税効果会計関係) 

 

前中間会計期間 
自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日 

当中間会計期間 
自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日 

前事業年度 
自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日 

 中間会計期間に係る法人税等およ

び法人税等調整額は、当期において

予定しております利益処分による圧

縮積立金および特別償却準備金の取

崩しを前提として、当中間会計期間

に係る金額を計算しております。 

同 左 
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(リース取引関係) 

 

前中間会計期間 
自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日 

当中間会計期間 
自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日 

前事業年度 
自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額および中間

期末残高相当額 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額および中間

期末残高相当額 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額および期末

残高相当額 

 工具・器具・備品

取得価額 
相当額 

60百万円

減価償却 
累計額相当額 

46百万円

中間期末 
残高相当額 

14百万円

 

 工具・器具・備品

取得価額 
相当額 

81百万円

減価償却 
累計額相当額 

25百万円

中間期末 
残高相当額 

55百万円

 

 工具・器具・備品

取得価額 
相当額 

60百万円

減価償却 
累計額相当額 

49百万円

期末残高 
相当額 

10百万円

 
 なお、取得価額相当額は、未経過

リース料中間期末残高が有形固定

資産の中間期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み法に

より算定しております。 

同左  なお、取得価額相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固定資産

の期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算定

しております。 

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年以内 6百万円

１年超 7百万円

 計 14百万円
 

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年以内 13百万円

１年超 42百万円

 計 55百万円
 

２ 未経過リース料期末残高相当額

 

１年以内 5百万円

１年超 5百万円

 計 10百万円
 

  なお、未経過リース料中間期末

残高相当額は、未経過リース料

中間期末残高が有形固定資産の

中間期末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み法によ

り算定しております。 

同左   なお、未経過リース料期末残高

相当額は、未経過リース料期末

残高が有形固定資産の期末残高

等に占める割合が低いため、支

払利子込み法により算定してお

ります。 

３ 支払リース料および減価償却費

相当額 

３ 支払リース料および減価償却費

相当額 

３ 支払リース料および減価償却費

相当額 

 支払リース料 5百万円

 減価償却費相当額 5百万円
 

 支払リース料 5百万円

 減価償却費相当額 5百万円
 

 支払リース料 7百万円

 減価償却費相当額 7百万円
 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ております。 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 
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(有価証券関係) 

前中間会計期間、当中間会計期間および前事業年度のいずれにおいても子会社株式および関連

会社株式で時価のあるものはありません。 

 

(１株当たり情報) 

 

項目 
前中間会計期間 
自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日 

当中間会計期間 
自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日 

前事業年度 
自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日 

１株当たり純資産額 315.35円 322.03円 320.33円 

１株当たり中間(当期) 
純利益 

2.84円 4.60円 11.09円 

潜在株式調整後1株当たり 
中間(当期)純利益 

2.74円 ―円 ―円 

 

１株当たり中間純利益の算定上の基礎 

 

 

 

 

 

 

（注）１ 当中間会計期間および前事業年度の１株当たり情報の計算においては、自己株数を控除して算出して

おります。 

２ 当中間会計期間および前事業年度の潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在

株式がないため「―」表示しております。 

３ 当中間会計期間から「企業会計基準第２号 １株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準委

員会 平成14年９月25日）および「企業会計基準適用指針第４号 １株当たり当期純利益に関する会計基

準の適用指針」（企業会計基準委員会 平成14年９月25日）を適用しております。 

      なお、前中間会計期間および前事業年度において採用した算定方法を当中間会計期間に適用した場合、１

株当たり純資産額、１株当たり中間純利益および潜在株式調整後１株当たり中間純利益は、次のとおりと

なります。 

項目 
当中間会計期間 
自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日 

１株当たり純資産額 322.03円 

１株当たり中間純利益 4.60円 
潜在株式調整後1株当たり中間純利益 ―円 

 

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

 

(2) その他 

中間配当に関する取締役会決議は次のとおりであります。 

① 決議年月日       平成14年10月31日 

② 中間配当金の総額      506,096,419円 

③ １株当たりの中間配当金      4.50円 

④ 中間配当金の支払開始日 平成14年12月 2日 

中間純利益：① 518百万円

うち普通株主に帰属しない金額：② ―

普通株式に係る中間純利益：①―② 518百万円

期中平均株式数 112,508,481株
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第６ 提出会社の参考情報 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

 

(1)有価証券報告書 
およびその添付書類 

 
事業年度
(第82期)

 
自 平成13年４月１日
至 平成14年３月31日

 
平成14年６月27日 
関東財務局長に提出。

   

(2)訂正発行登録書                         平成14年６月27日 

関東財務局長に提出。 

 

(3)訂正発行登録書                         平成14年８月20日 

関東財務局長に提出。 

 

(4)発行登録追補書類およびその添付書類               平成14年８月26日 

関東財務局長に提出。 
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第二部 提出会社の保証会社等の情報 

該当事項はありません。 
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